













　（最高裁第二小法廷、昭和 30 年 1 月 21 日判決、民集 9 巻 1 号 22 頁、委託線
材返還請求事件、昭和 28年（オ）第 968 号、破棄差戻）
［事実］
　Ｘは昭和 19 年 8 月 19 日にＹに対し、線材の伸延加工を委託し、Ｘ所有の線
材 312 トン余りをＹに引き渡した。Ｙはそのうちの 7.99 トンを加工してＸに引
き渡したが、Ｙの工場の罹災、終戦による経済状態の急変を機として、昭和 20
年 10 月頃、委託契約は合意解除された。Ｙはその後、X に線材を約 130 トン
返還するにとどまった。そこで、ＸよりＹに対し、残余の線材 172 トンの返還、
および、予備的に、執行不能にそなえ、執行不能の部分につき 1 トンあたり 5
万 4千円の割合で金銭の支払を求めて、本訴を提起している。
　原審は、Ｘの請求を全面的に認容した。Ｙは上告し、原判決が判例と異なり口
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